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研究成果の概要（和文）：　本研究では、特別支援教育の中にパートナーシップ原理モデルを確立させるために必要な
観点を明らかにするために、比較教育学的研究を行った。その結果、アメリカでは「個別教育計画（IEP）」、イギリ
スでは「判定書)」等において特別支援教育の対象が確定され、パートナーシップ原理が機能するしくみが整備されて
いることが明らかにされた。日本も、今後、「個別の教育支援計画」又は「個別の指導計画」の作成を基準として対象
者を確定するシステムを構築し、パートナーシップ原理を推進していく必要性が指摘された。

研究成果の概要（英文）： The purpose of this study was to investigate the partnership principle by means 
of the comparative education study.
 As a result it was clarified that the subject of special needs education in Japan should be identified 
on the basis of the individualized educational support plan or the individualized education plan to 
improve the partnership by referring to the Individualized Education Program（IEP）in USA and the 
statement in UK.

研究分野：特別支援教育
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
特別支援教育においては「連携」が重要な

キーワードとなっている。この連携を具現化

するしくみとして、「個別の教育支援計画」

の作成が推進されており、すべての学校種の

新しい学習指導要領においても示されてい

る。しかし、作成状況をみてみると、「連携」

を実現するしくみが整備されているとはい

えない状況にある。 

こうした状況下では関与（Involvement）

や参加(Participation)よりも積極的で強い意

味を有しており、互いに対等な立場で活動や

責任を共有することを示している「パートナ

ーシップ原理」という概念に基づいて

(Bray,M.(1999)Community Partnership in 

Education:Dimentions,Variations,and 

Implications. UNESCO )、研究を進めるこ

とが有効であると考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究では、諸外国における障害のある子

どもに対する教育システムとの比較に基づ

きながら、パートナーシップ原理が有効に機

能するために必要な政策上の改善点を明ら

かにすることを目的とした。 

 
３．研究の方法 
①日本におけるパートナーシップ原理の機

能について、学校間パートナーシップ原理、

就労パートナーシップ原理、という観点から

分析を行う。 

②アメリカにおいてパートナーシップ原理

の基盤となっていると思われる「個別教育計

画（Individualized Education Program）

（IEP）」についての歴史的背景、現状、課題

を明らかにする。 

③イギリスにおいてパートナーシップ原理

の基盤となっていると思われる判定書につ

いての歴史的背景、現状、課題を明らかにす

る。 

 

①～③を踏まえて、わが国に適したパート

ナーシップ原理とは何かについて考究する。 

 
４．研究成果 

（１）  日本における特別支援教育の対象者

の曖昧性 

 日本では、「特別支援教育の在り方に関す

る調査研究協力者会議」が平成 14年に 学習

障害（LD）等の通常の学級に在籍する特別な

教育的支援を必要とする児童生徒の実態を

明らかにするために全国実態調査を実施し

6.3%の児童生徒が特別な支援を必要とする

とした。 

その後、文部科学省は平成 24 年に「通常

の学級に在籍する発達障害の可能性のある

特別な教育的支援を必要とする児童生徒に

関する調査結果」を公表し、6.5%の割合で当

該児童生徒が存在するとした。しかし、その

間の 10 年間の実態把握は行われておらず、

平成 19 年に特殊教育から特別支援教育に転

換されたが、特別支援教育の対象がどの位存

在するのかについての客観的なデータは示

されていない。 

文部科学省の「平成 26 年度特別支援教育

体制整備等状況調査」では、通常学校におい

て、特別支援教育対象児童生徒の実態把握を

行っている割合は、幼稚園 86.5%、小学校

98.6%、中学校 94.2％、高等学校 79.8%という

数値が示されている。しかし、実態把握が未

実施の学校もみられたり、実態把握の基準が

均一ではないなど、特別支援教育の対象が不

明確なまま、教育実践が進行しているといえ

る。 

 このような中で、近年、「気になる子ども」

「困った子ども」などの概念規定が不明確な

用語がみられるようになってきている。 

 一方、アメリカでは個別教育計画におい

て、また、イギリスでは判定書を含む一連の

評価システムの中で特別支援教育の対象が

明確に特定されており、こうした文書に基づ

いて教育サービスの提供が保障されるしく

みになっている。我が国の特別支援教育が



「障害の種類と程度」ではなく「一人一人の

教育的ニーズ」に応じた教育に転換した点

と、アメリカやイギリスの状況を参考にし、

パートナーシップ原理が機能するためには

いかなる対応が必要であるかを考えると、今

後は、障害の基準に基づいて実態を把握する

というよりも、特別支援教育システムの鍵と

なる「個別の教育支援計画」又は「個別の指

導計画」が作成されている児童生徒を特別支

援教育の対象者とし、対象を明確化すること

が必要になると思われる。 

障害の種類と程度による実態把握の場合、

子どもを対象に調査を実施する必要がある

ため物理的・時間的等、多くの制約があるが、

「個別の指導計画」などの文書の有無に関す

るデータは比較的容易に毎年、入手が可能で

あろう。ただし、平成 21 年度の通常学校の

実態をみてみると、「個別の教育支援計画」

を作成している学校は幼稚園 38.6%、中学校

78.6%、中学校 71.9%、高等学校 23.2%となっ

ている。「個別の指導計画」はそれぞれ、

47.3%、92.5%、83.7%、27.2%となっている。

理想的には、関係機関間のパートナーシップ

原理を機能させる上で重要な「個別の教育支

援計画」の作成率をもって特別支援教育の対

象とすることが望まれるが、当面は作成率の

高い「個別の指導計画」が作成されている児

童生徒数に基づいて特別支援教育の対象を

明確にしていくことが現実的であろう。 

  

（２） 縦と横の連携のためのシステムの整

備（教育以外のサービス提供の充実） 

 わが国の特別支援教育では、乳幼児から学

校卒業後まで生涯にわたって（縦の繋がり）、

関係機関の連携のもとに（横の繋がり）、障

害児の自立と社会参加を目指して支援する

という点が重要とされている。この点につい

ては、米国では IEPの中に関連サービスを明

記するようになっていたり、「個別家族サー

ビスプラン」（Individualized Family 

Service Plan：IFSP）が作成されている。

さらに 1990年より、障害児が学校生活か

ら成人生活に円滑に移行できるようにする

ためのサービスを IEPの中に明記しなけ

ればならなくなっている。これは、「個別移

行計画」（Individualized Transition 

Plan ：ITP）といわれており、16歳まで

に作成しなければならなくなっている。 

英国でも、判定書の中に教育以外のニーズ

や対応が示されるようになっており、両国と

も関係機関との連携を図るシステムが整備

されている。また、英国では 2007年のブラ

ウン政権の誕生時に、省庁再編によって「子

ども・家庭・学校省」を設けて、子どもに関

係するあらゆる機関が横断的に協働して教

育的対応を行えるしくみの構築が目指され

た。2010年のキャメロン政権により、「教育

省」に再編されたが、2011年３月に出された

政府緑書では、SENを評価するしくみや判定

書のシステムを改め、新たに「教育・健康・

ケア計画（Education, Health and Care Plan）」

を導入することを提言している。この計画

は、教育・健康・ソーシャル・ケアを統合す

るしくみであり、組織横断的に SENに対応し

ていこうとするものである。年齢範囲は生ま

れてから 25歳までと長期にわたっている。

こうしたしくみが、まさにパートナーシップ

原理を機能させる上で極めて重要であると

考えられる。 

 日本でも特別支援教育を推進するに当た

って縦と横の繋がりを重視し、そのツールと

して「個別の教育支援計画」の作成が求めら

れているが、（１）で述べた通りその進展は

十分とはいえない。特別支援学校学習指導要

領だけではなく、通常学校の新学習指導要領

においても「個別の教育支援計画」に関する

言及がなされていることを踏まえて、学校教

育全体として「個別の教育支援計画」の作成

の推進に向けて努力していく必要がある。 

  



（３）多様な教育の場の設定とその質的向上

及び保護者の権利保障 

 イギリスでは「柔軟な対応の連続体」とい

う考え方に基づいて、多様な教育の場を設定

し、最も適した学校が就学先として決定され

ている。アメリカ、イギリスとも特別学校を

否定するものではなく、むしろ、その存在を

制度的な前提としている。 

 しかし、いずれの場を選択したとしても、

何らかの点で制約が生じることなる。例え

ば、個に応じた指導を行うためには、人的配

置の条件が良い特別支援学校が効果的であ

るが、集団生活を経験したり、社会性の育成

のためには、通常学級に在籍することが好ま

しい場合も多い。それ故、就学先の決定に際

しては、様々な場におけるメリットを中心に

その詳細を保護者に伝え、それぞれの場の長

所と短所を相対的に認識できるようにする

必要があろう。最終的には現状の通り、行政

当局が就学先を決定するのが妥当であると

思われるが、アメリカ、イギリスのように保

護者の権利保障システムを整備することも、

パートナーシップ原理を有効に機能させる

上で重要であるといえる。現在、日本でも学

校教育法施行令第 18 条の２により、就学手

続きにおける保護者の意見聴取義務が課せ

られているが、アメリカやイギリスに比べて

制度的に不十分であることは否めない。今

後、日本においても、特別支援学校から通常

学級における教育まで、多様な場における教

育内容や質を向上させ、その上で保護者の権

利を保障するシステムを強化する必要があ

ろう。 

 現在、日本においては、全体的に少子化傾

向にあるにもかかわらず、特別支援学校、特

別支援学級、通級指導教室で教育を受けてい

る児童生徒数が増加しており、教室不足への

対応に追われている地域も多い。ここには、

特殊教育時代に培ってきた教育実践の蓄積

や専門性に対する保護者を含めた関係者の

評価が反映されていると考えられる。今後

は、特別支援学校のセンター的機能などが強

化され、様々な場における教育の質が向上し, 

そのことがパートナーシップ原理の機能強

化に繋がることを期待したい。 
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